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身体障害者福祉法の制定過程
一 身体障害者福祉法の制定をめぐって(2)-
熊 沢 由 美
はじめに
本稿の課題は,身体障害者福祉法の制定過程を明らかにすることである。
身体障書者福祉法が制定されたのは, 日本がGHQの占領下にあった1949
年のことであった。 拙稿 「被占領期日本における傷境者保護対策一身体障
書者福祉法の制定をめぐって(l)一」 l ) (以下,「前稿」と略)では,傷奏
者保護対策の成立過程を明らかにした。 これをふまえて, 身体障書者福祉
法の制定過程を明らかにしてゆきたい。 本稿の関心は, 以下の三点である。
第一に,身体障害者福祉法制定の契機である。 この点が,本稿でもっと
も大きな関心をよせているところである。詳しくは,後述する。
第二に, l949年の動きである。 村上責美子によれば, 身体障害者福祉法
の法案作成の期間は,1948年11月から12月ないしは,翌1949年1月ぐらい
ま で で あ っ た と い う 2 )。 身体障書者福祉法の成立は1949年12月である。
この間に, 第5回国会への法案提出を見合わせたり, G H Qの承認といっ
た動きがあったといわれている 3 ) 。 この1949年の動向を明らかにしてゆ
きたい。
第=に, 傷英者保護から身体障書者福祉への転換である。 傷境者保護と
※ 本稿は, 2003年l2月に新1島大学大学院現代社会文化研究科に提出した博士論
文の一部を利用したものである。
l)『東北学院大学論集経済学」第156号,2004年9月。
2)村上量美子「占領期の福祉政策」動草書房,l987年,205ページ。
3)高演安真「身体障書者対策の変選」日本社会事業大学程「0l.後日本の社会事
業』動草書房,l967年,313-314ペー ジ。
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して開始された対策は,最終的には身体障書者福祉へ と転換された。その
意味するところを考察したい。
第一の身体障書者福祉法制定の契機への関心は, 前稿をふまえたもので
ある。 傷典者保護対策が検討された結果, 1948年に身体障害者施設が開設
された。 そこに至るまでの過程で, 厚生省は対策のための特別な法は制定
せず,生活保護法(旧法)など既存の法で対処する意思をGHQに伝えて
いた。 それにもかかわらず, 1949年に身体障書者福祉法が成立された。 ど
のような背景があって, 障害者にっいての法律が必要とされるようになっ
たのであろうか。
身体障書者福祉法制定の契機にっいては, 注意が必要である。 なぜなら,
これまでの通説では, 身体障書者福祉法の制定は早くから望まれていたが,
1949年まで実現しなかったと提えられてきたからである。 身体障害者の大
半が元傷典軍人であったため, GHQの非軍事化の方針に抵触し, 身体障
害者福祉法の制定が児童福祉法の制定に運れたと説明されてきた' ) 。 し
かし, 前積で確認したように, 厚生省は身体障書者にたいする救済を策し
ていたものの, それにかんする法律を制定しようとはしていなかった。 し
たがって, 身体障書者福祉法の制定過程については, 制定が遅れた理由で
はなく,法律が必要になり, しかも,比較的短期間で制定された理由を明
らかにしなくてはならない。 この点を検討するために, まず先行研究が制
定の直接的な契機をどのように促えているか確認しておきたい。
先行研究では,身体障書者福祉法制定の直接的な契機は,中央傷奏者保
護対策委員会の設置であるとされてきた。吉田久一は, 「1948年3月に中
央傷環者保護対策委員会,各都道府県傷境者保護対策委員会が置かれ,根
4 )  たとえば, 「身体障書者福祉法が他の二法 (生活保護法と児ji福祉法一引用
者) に比べて成立の運れた理由はよく知られているようにGHQの非軍事化
政策と大いに関速していた。・・・当時GHQの非車事化政策は截底していて,
たとえばa表章人や章人通家族にかかわったことを行うと, 章法会表にかけ
られるとされるほどであった」。 河合幸尾「日本における社会福祉の展開」
一番ヶ瀬康子,高島進福著「社会福祉の!E史」有要関,l981年,85ペー ジ。
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本対策がねられたこと」 5 ) によるとした。 同様に, 山田明も 「l948年1月
にはGHQよりの協助会解散の以降表示があり, 政府は急觀その前後策を
検討せさるをえなかった。 こうして打ち出されたのが, 身体障書者福祉法
制定への直接的経渦の発端ともなる, 1948年3月, 厚生省社会局内に設置
された傷英者保護対策委員会であった」 6 ) としている。
しかし, これは村上によって否定された7)。 村上は, 「傷奏者保護対策
委員会の設置が, 結果論として身降法制定への動きに係わりを持つていた
としても, 同委員会の設置が同法制定への直接的なきっかけになったとは
いいがたい」として,その理由を2点あげた。 すなわち,(1)厚生省の傷奏
者保護対策にかんする基本的な考え方, (2)中央傷英者保護対策委員会の設
立経律,である。
(1)厚生省の傷疾者保護対策にかんする基本的な考え方とは, 「特別の法
令を要しない」との立場をとったことである。 くりかえしになるが,傷奏
者保護対策の検討の過程で, GHQからの 「新しい法律の制定」 の間いか
けにたいし,厚生省は「特別の法令を要しない」旨を回答した。 村上の見
解はこれによるもので, この回答を 「SCAPIN775特に 「無差別平等の原
則』 を前面に打ち出してきたGHQの立場と軌を一になすもの」 であって,
同覚書の 「範囲を超えない対策となると, 新しい法律を制定しないで生活
保護法を運用面で適応していくという形をとらさるをえなかった」 とした。
(2)中央傷真者保護対策委員会の設立経律とは, 同委員会設置のきっかけ
にかんするものである。 同委員会設置の直接のきっかけとなったのは,
1947年11月8日の傷奏者保護対策「第4次案」にたいするGHQの回答で
あった。その中で,傷境者保護対策の窓口の一本化・統合化のために「各
5 ) 音 田 久一「改訂增補版 現代社会事業史研究』川島書店, 1990年, 320ペー
ジ。
6)山国明「占領下の身体障書者運動と身体障書者福祉法制定への参加」りi島美
都子,真田是,表安雄組「障書者と社会保障」法律文化社,l979年,205ペー
ジ。
7 )村上前掲(l987年)20 l -202ページ。
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省にまたがる委員会を設置すること」 が要求されたのである。 したがって,
村上は 「委員会の成立過程において新しい法律の制定に関する検討が, 同
委員会に委ねられていたとはいえない」 とした。
とはいえ,村上は制定の契機を明らかにしたわけではない。 村上は,中
央傷慶者保護対策委員会に「内部疾息をも含む,広範な傷奏者保護対策の
検討が委ねられたことによって, それらを包括した新しい法の制定が検討
されていったと判断できる」 8 ) としている。結局のところ, 中央傷真者保
護対策委員会に着日せさるをえないようである。
したがって, 本稿でも中央傷境者保護対策委員会の設置から見ていくこ
とにしたい。 そのうえで, 新しい法律の制定が検討されるようになる契機
を考察していくことにする。
I 制定過程
1 中央a表者保護対策委員会の設置
中央傷英者保護対策委員会は, GHQの要求に応じて設置されたもので
ある。傷奏者保護対策の検討の過程で, 厚生省は1947年10月l8日に「第4
次案」をGHQに提出している。 この「第4次案」にたいするGHQからの
回答の中で, 傷奏者保護対策にっいて 「各省にまたがる委員会を設置する
こと」が要求されたのであった。
l948年2月には, 中央傷興者保護対策委員会の委員が決定した9 1, ソ ー
シャルワー カー,雇用主代表,労働者代表,学識経験者,および女性を含
む関係官庁の役人のなかから選ばれた委員であった。 公衆衛生福祉局
(PHW) はこの人選にたいして, 「間題に関心を持つ全組截を代表する
という見地からして良く選択されている」 との感想をもっている lo) 。 こ
8)村上前掲(1987年)204ペー ジ。
9 )  l948年2月2l日 「中央e英者保護対策委員会委員の任命について」社会福祉
研究所編「占價期における社会福祉資料に関する研究報告書」1978年,176-
l77ページ。
l0)1948年3月4日記録用覚書「中央e境者保護対策委員会」社会福祉研究所前
掲(1978年)l77ページ。
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うして, 中央傷典者保護対策委員会が発足する。
第1回委員会の席上で,厚生省社会局福祉課長であった大山正は,委員
会設置経律を説明した l l ) 。 その説明によると, GHQは障書者行政実施に
あたる原則として, 以下の原則を厚生省に示したという。 すなわち, (l)傷
英の原因, 程度, 性別によって区別せず無差別平等に取り扱う, (2)保護は
政府の資任で行い, 半官半民または民間団体に委藤してはならない, (3)保
護対策は名日的でなく実質的効果的に行う,(4)保護対策は民生, 労 働 , 教
育,経済等関係部課の速携で推進すること,であった。注目したいのは,
政府が提案する「傷奏者保護対策」「傷表者の保護計画」は「日下の処特
別の法令を要しないと考へる」ことが確認されたことである。
第2回委員会は, 7月2日に開催された l2)。 PHW福祉課長が参加し,
「差別的優先的取扱いのない身体障書者の職業訓練や1裁業紹介を行う均術
のとれたプログラムの開発」 について討論が行われた。 この会合では, ま
ず, 身体障書者のための真のリハビリテーションプログラムは発展的に移
行していくもので,「終着的処置プログラム」と混同してはならないこと
が指摘された。 計画的な訓練プログラムが行われなければ, 施設にいる期
間が長引いたり, 無期限になる可能性があることもあらためて指摘された。
さらに,委員会の関心の範囲をle者,座者,盲人,手足切断者から広げて,
結核治ゆ者,中風息者,糖尿病息者,心藤病患者その他そのような障書を
もっ人々をも含めるよう促した。
以上の第l回・第2回の委員会から, 3つの方針が導き出せる。(l)障書
の種9llにっいて,(2)障害の程度にっいて,(3)法律の必要性にっいて,である。
(1)障害の種別については, 結核治震者等の内部疾患をも含めることが検
討された。 これは, 一部の疾患に限定されていた傷境者保護対策をすべて
の障書に広げようとするものであった。
1 l )  山田前得(l979年)205ペー ジ。
12) l948年7月7日記最用覚書「日本リハビリテーション委ll会第2回中央構裁
会」社会福祉研究所前構(1978年)186ページ。
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(2)障書の程度にっいては,傷典者保護対策と同様であった。リハビリテー
ションプログラムは「終着的処置プログラム」 と混同してはならず, 長期
にわたる収容は望ましくないことが指摘された。つまり,終身的な介護で
はなく, あくまで自立更生を日指すプログラムが開発されるべきであると
いうのである。 したがって, 更生の見込みのないものは対象とはされなか
ったと考えられる。その点では,必ずしも「傷英の原因,程度,性別によ
って区別せず無差別平等に取り扱う」 ことにはならなかったのである。
(3)法律の必要性にっいても,それまでと同様であった。 つまり,「均衡
のとれたプログラムの開発」 について, 新たな法律の必要性は言及されな
かったのである。 したがって, この時点でも, 身体障書者のリハビリテー
ションプログラムを法制化したり, それにかんする新たな法律を制定する
必要性は認識されていなかったものと思われる。
7月22日には, PHW福祉課長と厚生省社会局長が会議を行つた13) 。 厚
生省社会局に 「身体障書者に対する日本政府のすべての公的リハビリテー
シ ョ ン ・ サ ービスの調整と指示を行なう課」として更生課を新設し,進展
させていくためにまず着手すべきことにっいて, 協議が行われたのである。
社会局長は, 厚生省と労a省の境界を明確にしておきたいことを述べた。
労a省とは, 戦業訓練の対象にっいて健常者と身体障害者というかたちで
責任を分担するという合意に達していたが, 労ll省が身体障書者にたいす
る l ̃2のプログラムを実施しているようであると, 社会局長は指摘した
のである。 厚生省はすでに労a省および大蔵省と交渉を始めていた。 そし
て, 新設される更生課の初期の運営にっいて, PHWの指導と助言を求め
たのであった。 この件にかんして, PHWは後日, 労動省は健常者の城業
訓練を担当するという厚生省との合意は維持されていると思われるという
経済科学局(ESS)の確認をとっている。
l3) l948年7月26日記最用覚書 「日本のリハビリテーション・プログラム」 に関
する厚生省社会局長との会談」社会福祉研究所前持(1978年)186-187ペー
ジ。原文は,同書102ぺー ジ。
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8月11日には, 厚生省社会局に更生課が新設された。 更生課は, 身体障
書者厚生事業を専管するものであった。 そして, 初代更生課長に就任した
黒木利克は, 9月にこの事業の研究のためにアメリカに派通された。
8月20日には, 社発第1256号「傷演者保護更生対策に関する件」が厚生
省社会局長からPHW福祉課長へ と発された。 その中で, 社会局長は 「保
護更生対策の重要な部門をなす職業補導」 にっいて, 厚生省と労働省の権
限を明らかにする旨伺いをたてている。 「傷真者保護の理想は原則として
心身健全なる当時の原職へ復帰せしめて普通人と同様に何等の差別なく職
業に従事せしめることである。 が然し傷英の程度に依つては原職復帰が困
離である場合は極めて多い」 ため, これらのものにたいしては 「医療及生
活の両保護を併せて行なうことが絶対に必要であって之のためには失業対
策の観点から処理する労働省が所管することよりも厚生省に於て総合的に
傷典者保護対策として処理し傷興者をしてなるべく自立せしめるよう補導
を加へ或は授産を行なうことが最も良き結果が得られる」 とし, 「重度傷
典者にして補導後と雖も就職困建な者」 を厚生省で担当することとした。
厚生省は重度の障害をもっものを担当することを確認したのである。
8月30日には, 身体障書者運動が高場するきっかけとなる出来事があっ
た。 へレ ン ・ ケ ラ ーの来日である。 ケ ラ ーの来日によって,身体 l章書者対
策にっいて基本的な立法を行い, 行政の積極的展開を図るべきであるとい
う 声 が一般に高まった l4) とか, ケ ラ ーの発言をうけて盲人福祉法提出の
動きがあった l5) などといわれている。 こうした動きにっいて確認するこ
とはできなかったが, l1月までには, 障書者にっいての新しい法律の必要
性が認識され, 制度の準備が開始されたようである。
11月3日のPHW福祉課長と厚生次官の会議の記録から, 「法案の原案」
が用意されていることが明らかになる I6)。 この日の会議では, 聴覚障書,
l4)厚生省五十年史幅集委員会福「厚生省五十年史 記述編」厚生間題研究会,,
1988年,774ペー ジ。
l5)山国前持(l979年)206ペー ジ。
l6)1948年ll月3日記録用覚書「厚生次官,高西富資氏との会談内容」社会福祉
研究所前播(l978年)187ページ。
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言語障書,視覚障書,切断,麻海,心購障書,結核性障書,その他すべて
の障書を含む, 身体障害者のための包括的な援助対策を提供すべき法律を
いかに発展させるべきかが話し合われた。 葛西は, 中央傷英者保護対策委
員会による 「助言とプログラムとを盛り込んで国会に提出しようとしてい
る法案の原案は, 厚生省社会局庶務課長が準備さるべきものである」 と述
べている。 さらに,  「しっかりしたしかも包括的なリハビリテーション対
策の根本的な発展というものは, 国家予算によって大部分が左右される」
とし, 「厚生省によって, 国会に提出すべくここに組まれた建識予算は,
全国民を対象にして運営されるリハビリテーション計画の手始めの組機的
リハビリテーション事業のための最小限が含まれている」 と述べたという。
こ こ か ら , l l 月 3 日の時点で,中央傷典者保護対策委員会を中心にして,
新しい法律を制定する準備が進められていたことがわかる。そして, この
後, 厚生省の責任で準備が進められることになったこともわかる。 このと
き準備されていたものは, 「すべての障書を含む, 身体障書者のための包
括的な援助対策を提供す」 るための法律で, 予算も組まれていたのであった。
しかし, 前述のように, 厚生省は新たな法律を制定しようとは考えてい
なかった。 同様に, 中央傷演者保護対策委員会でも新たな法律は必要ない
旨が確認されていた。 l1月までの間に, どのような理由で法律が必要とさ
れるようになったのであろうか。
第一に考えられるのは, 身体l章害者運動の盛り上がりである。 へレン・
ケ ラーの来日以降, とくに失明者による身体障書者運動が盛り上がり, さ
まさまな方面に影響を及ぼしたようである。 参議院の一部で盲人福祉法制
定が議論されたのもその一つであろう。 この議論にたいし, 厚生省は「言
人という狭い対象に限らずむしろ可能なる限り広く, 要座, 肢体不自由の
障害を有する者迄を含めて立案されるべきであるという方針の下に, これ
とは別個にその準備を進め」 l7) た と い う 。  したがって, これがある程度,
厚生省に刺激を与えたことは確かなようである。
17) 松本征-a 「身体障書者福祉法解説」中央社会福祉協選会, 1951年, 21ページ。
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第二 iこ考えられるのは,対日占領政策の転換である。1948年の始めに,
ロイヤル米陸軍長官の演説で, 対日占領政策の変更にっいて言及された。
その中で, 日本を「全体主義の防壁」とするために,飢般や疾病などの間
題は放置すべきではないとされた。 その一環として, 積極的な傷英者対策
が図られた可能が考えられる。
しかし, 傷英者保護対策にかんする動きをみると, PHWが方針を変え
て,積極的に傷環者保護対策にとりくむようになったとは考えにくい。
1948年に入つて傷英者保護対策を承認してからも, SCAPIN775の原則を
維持し, 施設収容予定者の実態にっいて, 元軍人には厳しい態度であった
ことは前稿で見たとおりである。
ただし, GHQは当初から傷英者保護対策にかんする法律にっいて言及
していた。 前稿でみたように, 厚生省にたいして, 新しい法律の制定にっ
いて間いかけてていた。 また, 新しい法律を制定するときの注意も与えて
いた。 いずれ法律が制定されるのであれば, GHQの占領下にあるうちに,
GHQの方針を反映した形で制定させようとしたとしても不自然ではない。
したがって, 何らかの機会に, 新しい法律を制定するという助言なり指示
なりをGHQがした可能性はある。
第三に考えられるのは, 更生課の新設である。 厚生省は中央傷興者保護
対策委員会を設置し, 傷興者保護についての根本対策を練らせた。 その後,
厚生省社会局内に更生課を新設することにしたわけであるが, 更生課を
「この間題の専管の課とし, これに関する基本立法のための企画, 基礎資
料の克集に当らせることとなった」 l8) と い う。 したがって, 更生課が設置
される時には新しい法律の必要性が認識されるようになっていたと考えら
れる l9) 。
l8 )松本前播(195l年)2lページ。
19)初代更生課長に任命された黒木利克は,就任直後に社会事業視察の日的で渡
米している (l948年9月25日出航)。渡米にあたって, 米国における身体障
書者にかんする法律を研究してくることが命じられたという。 これが新しい
法案への動きがすでにあったことを意味する可能性を, 村上は示唆する。 村
上前得(l982年)67ページ。
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そ う な る と ,  更生課の設置前の状況が重要になる。 7月22日のPHW福
祉課長と厚生省社会局長の会談をもう一度確認しておこう。 木村社会局長
の説明によれば, 更生課は身体障害者にたいするすべての公的リ ハビリ
テー シ ョ ン ・ サー ビスの調整と指示をおこなうものであった。そして,厚
生省と労働省の境界を明確にしておく必要性を感じていること, 労働省及
び大蔵省と交渉中であることを述べたのであった。 したがって, この時期
の厚生省は, 傷痍者保護対策に っいて所掌の範囲を明確にすることや予算
の確保に苦心していたと考えられる。
新しい法律の必要性はここに見いだせる。 厚生省は, 傷 1実者保護対策推
進のための行政機構を新設することにした。 その新設される機構の権限と
予算を確保するために, 所掌事務の法的根拠が必要とされたのではないか。
従来, 児童福祉法が児童局の所掌事務の法的根拠として説明されてきたが,
その説明はむしろ身体障害者福祉法と更生課の関係に適合する。 身体障害
者がリハビリテーシ ョ ン ・ プログラムのみではなく,より包括的な対策を
早急に必要としていた。 傷痍者保護対策をより発展させるために更生課を
新設し, その法的根拠を整えるために法律を制定しようとしたのである。
2 法案の作成
11月30日には, 法律についてPHWと厚生省が合同会議を行つた2o ) 。 こ
の会議は, 「提案された身体障害者福祉法21) の計画と見通しを大まかに要
20) l948年11月30日記録用覚書 「提案された身体障害者福祉法案に関する会議」
社会福祉研究所編 『占領期における社会福祉資料に関する研究報告書』 l978
年, 187-188ペー ジ。原文は, 同書103- l04ペー ジ。なお, この覚書の署名は
「 フ リ ー ド ラ ン ド ・ ミ ク ラ ウ ッ  組織 - リ ハ ビ リ テー シ ョ ン 係 長 」 ( F E R-
DINAND MICKLAUTZ Chief Organization and Rehabilitation B r ) で あ る 。
竹前栄治, 笹本征男によると, 1948年10月から1949年4月の間に同係は設置
さ れ た よ う で あ る。 (「GHQ ・ PHWの組織と人事」『東京経大学会誌』第156
号, 1988年6月,280ペー ジ。)法の検討の動きとあわせて, このころPHW
福祉課内に設置された係であると思われる。
21)原文では「Physica11y Handicapped Rehabilitation Law」であって, この時
点では厳密には「福祉法」ではない。
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約する」 ことを日的として招集された。 ここで合意に達したのは, (l)障書
についての明確な判定基準が必要で, n青限者の場合には精神的, 身体的
「欠1la状況は雇用障害を構成する要素として配慮さるべきである」 こ と ,
(2)厚生省は国会提出までの作業の責任をとること, (3)国会に提出する法案
の完成を1949年3月31日とすること,などであった。このように,11月に
は身体障書者のための法律を制定することが承認されており, おおまかな
方針が立てられていたのである。
そうして, 法律の準備が進められてゆく 。 12月17日には, 身体障書者福
祉法制定推進委員会の第1回会合が開かれたという22)。 この委員会は,
中央傷境者保護対策委員会の委員や, その他の学識経験者から約20名の委
員を委属したものである。 この会合で, 起草準備に着手したといわれる。
この時点で「傷算者保護」から「身体障害者福祉」という考え方に転換し
ていたことになるが,その内容等を確認することはできない。また,後述
のように, 内実は「傷境者保護」 であったと考えられる。
12月20日に行われたGHQと厚生省の会識23) では, 社会局長が 「法案の
日的を読み上げ」た。それは,「0utline of objectives」として添付された
「身体障書者保護更生法の内容について各方面からの要求事項」24) であっ
たようである。 この添付文書によると,「法の目的」は,身体障書者が等
しく保護を受け, 自己の努力により障書を克服し, 社会活動に参加し社会
に貢献できるよう援助すること,であった。そして「保護及びリハピリテー
ションの方法」としては,義肢の製作・修構費にたいする県の補助金の交
付,国有鉄道の運買の割引もしくは免除,住宅の優先サービス,年金の增
額など, 城業訓練以外のものもあげられていた。
22)松本前得(l95l年) 2lページ。 および, 黒木利克「日本社会事業現代化l 』
全国社会福祉協議会,l958年,366ページ。
23) 1948年l2月2l日記録用覚書「身体l章書者リハビリテーション法案の提案に関
する会議」社会福祉研究所前得(1978年)190ページ。原文は同書l07-108ペー
ジ。
24) 「身体li書者保基更生法の内容について各方面からの要求事項」 社会福祉研
究所前得(l978年)l90- l9lベージ。原文は,同書l09-11lページ。
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しかし, GHQはこの法律をリハビリテーションを中心とするものとし
て理解していたようである。 PHWのみでなくESSや民間情報教育局
(CIE) も参加したこの日の会議では, 「法案の大きな原則にっいての合
意は得られたと思われ」 た と い う 。  この日の会議は 「身体障書者リハビリ
テ ーション法案」(Bil1 forthe Rehabilitation of the Physica1ly Han-
dicapped) の提案にかんする会議であった。 日本国内では「身体障害者福
祉法制定推進」 が掲げられていたにもかかわらず, GHQにたいしては
「リハビリテーション法案」 っまり更生法として提案していたようである。
したがって, この日確認された法案の原則とは, それまでの傷境者保護対
策と同様に, 職業訓練としてのリハビリテーションを中心としたものであ
ったと考えられる。
なお,この会議では「今回の参加者の中から運営委員を選び頻繁に会を
開くことが提案され」, 承認された。 会議の日本側参加者一覧25) が添付さ
れており, 運営委員会はl2月30日に開かれることとなった。
12月30日には, 予定どおり会議が行われた26)。 このときの日本側の出
席者は「身体障書者福祉法準備委員会(仮称)」(the preparingCommit-
tee for Enactingthe Welfare Law forthe Handicapped and Disabled
(Provisional lycalled)であった。 これが前述の「身体障書者福祉法推進
委員会」 のことではないかと思われる。 本稿でも, この委員会にっいては,
以下「身体障書者福祉法推進委員会」と記述する。
この委員会名から, 検討されていた法律にする日本側の考えがうかがわ
れる。それは,「福祉法」(Welfare Law)と考えていたこと,重度の身体
障書者も含むこと(forthe Handicapped and Disabled)である。 日本国
内では, 身体障害者運動等によって, 1戦業訓練以外の援助もふくむ包括的
な援助, および重度の身体障書者をも.il,くむすべての身体障害者を対象と
25) 「身体 l章書者リハビリテーション法案の提案に関する第一回総会出席'者一覧」
社会福祉研究所前掲(1978年)l91ペー ジ。原文は,同書112ペー ジ。
26)Conference o n Proposed Physically Handicapped Rehabilitation B i l 1 : 4
Januaryl949:PHW-00695
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した対策がもとめられていたということであろう。 なお, この会議で合意
に達したのは(l)幅広いリハビリテーションプログラムをおおまかに規定す
る法律が必要であること,(2)既存の法律やサービスを利用すること,(3)リ
ハビリテーションプログラムは包括的であるべきということ, (4)プログラ
ムは基礎的な形の実践とすること, (5)日本にいる50万人あるいはそれ以上
の身体障書者を対象にするようプログラムを拡充することであった。
翌1949年l月12日に, 同様の参加者で会議が行われた27) 。 この会議に
先立つて,文部省,労働省,および厚生省に調査票が配布されていた。現
在の身体障書者のリハビリテーションプログラムにっいての各省の関与が
調査されたのである。 これによって, 身体障書者の精神的な援助がないこ
と, 厚生省と労働省は施設でのサービスにっいて重複が見られることなど
が明らかになった。 その結果, (l)包括的な身体障害者更生法が必要である
こと,(2)身体障害者対策にっいては厚生省が中心になること,(3)省庁間の
緊密な通携が必要であること, (4)一つの省が身体障書者リハビリテーショ
ンプログラムの全体にわたる調整機関となること, が確認された。
議論の結果, 以下の案が採用されることになった。 すなわち, (l)身体障
書者更生施設にっいては, 労働省が職業訓練および訓練後の就職と指導の
責任を負い,厚生省が医療面,社会面,精神面,福祉面の責任と施設運営
の行政責任を負うこと, (2)厚生省内に専管の部署が局レぺルで必要である
こと,(3)政府に助言をおこなう委員会を設置すること, であった。 こ う し
て, 職業訓練のみにとどまらず, 包括的なリハビリテーションにっいての
法律の制定を日指すことになる。 そして, 労働省と厚生省の所管する範囲
も明確にされたのである。
しかし, 労働省と厚生省の所管については, ESSから異議がとなえられ
る28) 。 ESSは,厚生省の責任のもとで労働省が職業訓練を実施すること
27) Conference on Proposed Physically Handicapped Rehabilitation Bil1
13 January1949:PHW-00695
28)1949年l月20日記最用覚書「身体障書者リハビリテーションに関する会識」
社会福祉研究所前得(l978年)l92-193ページ。原文は,114- l15ページ。
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の難点として, 以下の点をあげたのである。 すなわち, (l)予算に無理があ
る こ と ,  (2)職業安定法は身体障害者の職業訓練を規定していること, (3)労
働省は障害者のリハビリテーションブログラムにたいする明確な責任をも
っ て い る こ と , で あ る 。 これにたいし,PHWは労働省の身体障害者リハ
ビ リ テーションプログラムの実施は生活保護法による部分が大きいことな
どを指摘し,両省の関係について議論を行つた。 結 局 , E S S , P H W , 労
働省および厚生省は, 両省がそれぞれ担当すべき身体障害者の範解を法的
に定義する必要があるという点で意見が一致した。
この間題にかんして, 厚生省の所管する施設内でのリハビリテーシ ョ ン
の扱いについて検討された29)。 厚生省は自らが所管する身体障害者厚生
施設に, それぞれ職業訓練プログラムを組み込みたいと述べた。 これにた
いし,既存のサービスや施設を重複させるよりも,十分に活用することに
力点を置くべきであるとの指摘がされた。
l月3l日には, 厚生省は既存の施設を利用して, 労働省との緊密な協力
のもとに利用するというモデル事業を行う提案をし, 同意をえた3o) 。 そ
の結呆,ESSは厚生省の身体障害者更生施設内で,労働省の職業訓練プロ
グラムを運営することに同意した31) 。 また, 更生施設には更生という本
来の日的を果たすために, 身体障害者の家族は入所させないようにするか
どうかを厚生省は検討することになった32)。
29) l949年1月22日記録用覚書 「身体障害者リハビリテーションに関する会議」
社会福祉研究所前掲(1978年),l93-194ページ。
30)東京都の大原素が試験的リハビリテー シ ョ ン ・ セ ン タ ー として使われた。
1949年1月3l日記録用覚書「身体障書者リハビリテーシ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム 」
社会福祉研究所前掲(1978年)194-195ペー ジ。
3 l )1949年2月1日記録用覚書「身体障害者リハビリテーシ ョ ン ・ プログラム」
社会福祉研究所前掲(1978年)195ページ。のちに,職業訓練の責任をより
明確にし, 厚生省管糖の施設でも職業訓練が行えるように, ESSは験業安定
法の改定を提案し,PHWは同意する。 Proposed Amendment to the Em-
ployment Security LawLaw No.141:26March1949:PHW-00695
32) 身体障書者の家族も施設に入所させるか否かという間題については, 厚生省
側は家族も入所させるべきという意見であった。 PHWは身体障害者の家族
入所することによって施設定員が圧迫されることなどをあげ, 反対した。
Families in PhysicalRehabilitation Centers:3Februaryl949:PHW-02982
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1月21日には, ふたたびPHWと 「身体障害者福祉法推進委員会」 の会
議が行われた33) 。 この席で, 委員会から提出された草案に っいて検討し,
条文を削除したり, 明確にしたり, あるいは膨らませたりといった作業が
行われた。 ここで,  ようやく草案そのものの検討に入つたのである34) 。
草案の検討は21日の会議で完了しなかったため, 1月28日に引き続き会
議が行われた35) 。 こ の日, と く に 合 意 に 達 し た こ と と し て あ げ ら れ た の
は(1)障害の種別を明確に定義すること, (2)どの地域でも保健所 (Public
Health Center) のサービスを利用できるようにすること,  (3)18歳未満の
障害児にっいては, 現行の法に規定することが適切であること, (4)大阪で
行われている盲人への減税を全国に広げるかどうかを検討するために, そ
の実態を調査報告すること, であった。
そして, 2月から3月にかけて草案は大きく変更された。 3月17日に,
PHWが情報提供とコメントを求めるために, ESSとCIEに草案を送つ て
いる36。草案は「身体障害者の福祉のための法」であった。「リハビリテー
ション」から「福祉」へ と転換したのである。草案の検討の中で,それま
でに確認された「包括的なリハビリテーション」「医療面, 社 会 面 , 精 神
面,福祉面」を取り入れていった結果であろう。なお, これ以降の「身体
障害者福祉法推進委員会」 の記録は確認することができなかったが, 4月
末までに約20回にわたる研究討議が続行されたという37) 。
33)Conference on Proposed Physica11y Handicapped Rehabilitation Bil1:
24 January1949:PHW-00695
34 )草案の段階で,GHQが深く関わっていたことが明らかである。これは児重
福祉法とは大きく異なる点である。
35)Conference on Proposed Physically Handicapped Rehabilitation Bi11:
3lJanuary1949:PHW-00695
36)ProposedLaw for Welfare of Physica11y Handicapped Persons:17March
l949:PHW-00695
1月28日の時点では,次回の会議は2月4日に予定されていた。 しかし,,
記録を入手することができず, 内容は不明である。 次に記録が確認されるの
は3月17日である。
37)松本前掲(l951年)21ペー ジ。
- 257- 15
東北学院大学論集 経済学第l58号
「身体障書者福祉法推進委員会」 の研究討議において, 主として間題に
なったのは以下の10点とされる38) 。 すなわち, (l)保護法とするか更生法
とするか,(2)対象をいかにとるか,結核,精神障書まで拡げるか,(3)対象
の年船的限界,(4)職業補導行政,医療行政との統一調整,(5)行政体系,(6)
生活困窮障書者にたいする生活費支給について, 生活保護法との関係, (7)
更生の究極の日的である職場開拓をいかにするか, (8)更生資金給貸与間題,
(9)施設をいかに定めるか, a0民間の社会事業との関通, である。
(l)の法の性格にっいては, 更正法を基本的性格とし, その更生に必要な
限度において特別な保護を行うこととなった。 一般人にくらべてその「欠
換部分」の補充を行う程度にとどめ, これが終了すれば一般社会生活等に
独立して復帰するという建前がとられた。 更生援護をうけてもその障書が
完全に 「埋められること」 が期待出来ない場合には, 他者と比較して特別
の差別扱いとして異議のでない限りにおいて, 社会的, 経済的保護を規定
することになった。
(4)の関係行政との続一調整の間題は, とくに議論の分かれたところであ
った。 現行の医療行政や職業補導行政から身体障書者にかんする部分を切
り離し, 厚生省所管のもとで総合的に一貫して運営すべきという意見が出
された。しかし,結論としては,原則として現状は変更せず,関係行政と
の協力関係を密接にすることになった。
(6)の生活困窮の身体障害者にたいする生計費の支給は, 規定しないこと
になった。 従来どおり,生活保護法によることとなったのである。 これに
ついては, この法に基づく更生施設や職業補導所に入所中の身体障書者に
ついて, 一貫してこの法の規定によって生活費の支給を行うことが強く要
望された。 しかし, 国の行う公的扶助の体系は, 無差別平等に一つの法体
系で行うぺきであり, 対象によって分けるべきではないとして, 取り入れ
られなかったのである。
(9)の施設の間題にっいては, 各種の収容, 訓練施設および義肢等製作施
38)松本前得(195l年)2l-26ページ。
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設などを中心とすることになった。重度の障書者を終身的に収容する施設
や単に住宅を提供するような就床施設は含まないものとされたのである。
種々医学的, 心理学的に特殊な介護を必要とする重度の障書者を普通の養
老院等に収容することは不都合であり, また病院に一生収容することも著
しく不経済であるとして, 重度障書者にたいする生涯的な収容保護施設も
この法に規定すべきであるとする主張もあった。 しかし, (l)と同様の理由
で, これらは当分生活保護法その他による施設によることとなった。
(l0の民間の社会事業との関係にっいては, 当分の間一定種類の施設にっ
いてのみ届出制をとり,指導監書することとなった。民間にっいては,積
極的にこれを助長することは望ましいとされたが, 直接的財政援助が否定
されていること, この法律が身体障書者の生活費や更生訓練費を保障する
ものでない以上, 民間の施設に委託してその委託費を支払うという体勢が
とれないことから, 具体的に民間の社会事業にっいて規定することは困難
であると判断されたのであった。
この他の論点については, 簡単にまとめておこう。(2)の対象の間題につ
いては,視力障書,聴力障書,言語機能の障書,肢体不自由(切断を含む),
中枢神経機能障書の5種で開始することになった。(3)の対象の年船制限に
ついては, 児宣福祉法との重複をさけて18歳未満のものは除外した。 高年
船のものは必要に応じて対象とし, 労働能力が最早間題とならないと認め
られるときは適宣これを除外するという建前をとることとなった。(5)行政
体系は, 主として国の委任事務という形式がとられ, 実際の行政は都道府
県を中心に行われることとなった。(7)の職業開拓にっいては,「一般健全
者」 すら職場を追われる緊迫した労働事情であるため, 通常の方法による
雇用開拓の努力と自営業にっいての援助によることとなった。 (8)の更生資
金の給貸与については, この法律に規定せず, 主として国民金融公庫委託
で運営されている生業資金貸出制度などの利用を考慮することとなった。
こうした論点についての「身体障書者福祉法推進委員会」の方針は,おお
よそ3月末頃までには固められていったという。
これをうけて, 厚生省社会局は, 開会中の第5回国会への法案提出にむ
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けた準備を進めてゆく。 しかし, 事務的折衡の都合上およびその施行予算
の見通しがっかなかったため39) , 国会提出には至らなかった。 この他に
も, 国会提出の機会の逃した理由として, GHQの承認が遅れた可能性も
指摘できる。 元傷英軍人でまだ国立病院や療養所などに 「沈般」 していた
人々が, 生活難や心理的な焦りから, いわゆる白表募金その他の運動や発
言を激しく行つたという。それが,身体障害者対策がたんに元傷演軍人に
たいする措置であるかのような感を与え, かえってGHQの承認を運らせ
たともいわれている4o) 。
そこで, 代わりに第5回国会へ提出されたといわれるのは, 国立身体障
書者更生指導所設置法である4 l ) 。 国立身体障書者更生指導所の設立にっ
いては, 3月30日にPHWと厚生省が会議を行つているのが確認できる'2) 。
これは検討中の草案の第24条に規定されているもので, 神奈川県相模原市
に設立が予定されていた。 厚生省の監督の下で労働省のリハビリテーショ
ンプログラムを活用する身体障害者更生指導所を早急に設立するため, 検
討中の草案に先んじて, 当座の法律で実現させることが許可されたのであ
る。 このことからも, 労働省の職業訓練プログラムの活用および更生施設
のありかたが重視されていたことがうかがわれる。
4月7日には,国立身体障害者更生指導所の設置にかんする法の草案に
修正が行われた43) 。 この時には草案の第4条が削除されたという。 日本
政府内では各省が明確な割当を設定し, それを超えないことで合意に達し
ていることがその理由であった。 実際には, 割当自体は未定であったが,
GHQは日本政府内の合意を重んじたのであった。 その後, GHQの承認を
39)松本前掲(l95l年)26ページ。
40)高瀬前掲(l967年)313ペー ジ。
4l)高瀬前掲(l967年)314ペー ジ。
42)Establishment of a NationalPhysicalRehabilitation Center by L a w :
30 March1949:PHW-00694
この会議に先立つて, 計画する施設のスタッフとして東京社会事業学校卒業
生を採用することも検討されている。 l949年3月29日記録用覚書「東京社会
事業学校卒業生について」社会福祉研究所前掲(l978年)l95-196ページ。
43)Establishment of a NationalPhysicalRehabilitation Center by Law:7Apri1
l949:PHW-00694
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取 り 付 け た り 44) , 改定の提案45) を う け な が ら ,  身体障害者更生指導所設
置法として5月17日に成立した。また, 第5回国会では, 衆議院本会議に
おいて 「身体障害者対策に関する決議案」 が提出され, 身体障害者福祉法
をすみやかに制定することが望まれたのであった46) 。
米国から帰国した初代の更生課長黒木がGHQとの会議に参加するよう
になるのは, この頃からである。たとえば, 5月23日の「身体障害者福祉
法案」 に っいての会議である47) 。 黒木は渡米中の観察や聞き取りの体験
を も と に , い く っかの変更を提案した。また, この法律にかんする予算に
ついて,大蔵省からの反発を感じていることも述べた。 PHWは,変更に
ついては具体化してGHQのほかの部署から推薦をうけることを提案した。
予算にっいては, 十分に活用されていないリハビリテーション施設等があ
るとして,  この予算を破棄させた。この席で黒木は,ワシントンD. C.
滞在中にこの草案を受けとり, これについて非公式に連邦保障省 (Feder-
alSecurityAgency) の職業訓練庁 (0ffice of VocationalRehabilitation)
の局長(Director)と話し合つたことを明らかにした。そして,職業訓練
局が今まさに準備しているものに似ているという感想など, 草案にっいて
良い感触を得たこと明らかにした48) 。
44) Draft ofLaw Establishing the NationalInstitutions forthe Guidance on Re-
habilitation of the Physica11y Handicapped Persons :2May1949 :PHW-
00694
45)Proposed by Himei Isuke,Menber of the House of Counsillors:PHW-00694
日付は不鮮明で判読できない。
46)第5回国会衆議院会議録第28号「身体障害者に関する決議案」1949年5月14
日,488-498ページ。
47) Conference on Draft of ProposedLaw for Welfare of Physically Handicapped
Persons:23May1949:PHW-00694
48)「経済安定九原則」の提案,そしてジョゼフ ・ ドッジの来日によって,GHQ
の動揺が公然化し, 日本政府との関係が変化したことが指摘されている。 た
と ぇ ば ,  日 本 政 府 は ド ッ ジ と 接 般 す る こ と に よ っ て ,  GHQを飛びこえてワ
シントンに直接つながるバイプを見いだしたというものである。 (中村隆英
「SCAPと日本」中村隆英編『占領期日本の経済と政治』東京大学出版会,,
l979年, 18ペー ジ。)社会福祉の分野でも, このようなかたちでワシントン
とのっな が り を も ち ,  GHQの動揺を利用したといえる。
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黒木の提案した変更にっいては, 6月6日に改めて議論された49) 。 黒
木はESSからあげられた修正に同意した。 その修正点とは, 法律の日的に
プログラムの医療面および社会面を含めることや, 身体障害者の範囲の定
義の書き直し, 学校教育法との調整の許可を挿入することなどであった。
黒木は大蔵省と財源の交渉を行うと述ぺた。
7月30日には,最終案がほぼまとまった5o ) 。黒木は,草案ではとくに
規定されていない結核による障害や精神障害については別の新しい法律を
制定すること,大蔵省の好意的な対応の見通し, 自由民主党の協力姿勢にっ
いて報告した。 PHWは, 「身体障書者福祉法推進委員会」や日本政府の関
係省庁,およびGHQの関係部署の努力によって,最終案が作成されたとし
た。そうして,草案にかんする最後の会議を同委員会と行うことになった。
予定どおり, 8月5日に委員会と会議が行われた5 l ) 。この会議では逐
条的に最終的な議論を行つた。その結果,いく っかの変更が行われた。支
払いは施設ではなく個人に行うことや, 公的施設における最低基準や規則,
小売店の運営規定を政令で定めることなどであった。 修正の過程で強調さ
れたことは,関係省庁と強い協力関係を築くことと,身体障書者が優先的
な取扱いを受けていると思われないようにすることであった。
こうして第6回国会の会期に備えて法案の準備が進められていったので
あるが, またしても大きな間題が発生した。 9月15日に発表されたシャウ
ブ使節団日本税制報告書いわゆる 「シ ャウプ勧告」である。 使節団の主な
日的は「日本における恒久的な租税制度の構図を画くこと」52) であって,
日本の租税制度に大幅な変革を示唆するものであった。
「シャウプ動告」の第3卷では, 地方政府の財政にっいて勧告が行われ
49) ProposedLaw forthe Welfare of Physically HandicappedPersons: 8 June
l949:PHW-00694
50)Draftof Law forWelfare of DisabledPersons:lAugust1949:PHW-00694
51)Draftof ProposedLaw for Welfare of Physica11y Handicapped Person s : 8
August1949:PHW-00694
52)福田幸弘監修, シャウプ税制研究会構「シャウプの税制動告」題出版社.
l985年, 3ペー ジ。
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ている53) 。そこでは,日本の地方政府の財政は,特に五つの重大な弱点
あるいは間題に悩まされているとされた。 間題とは, (1)市町村, 都道府県,
および中央政府間の事務の配分および責任の分担が不必要に複雑で重複し
ていること, (2)この三段階の間における財源の配分に不適当な点があり,
中央政府による地方の税源の統制が大きすぎること, (3)地方自治体の財源
は地方の緊急経費を賄うには不十分であること, (4)国庫補助金および交付
金が中央政府の独断によって決定されることが多いこと, (5)地方政府の起
償権限がきわめて厳重に制限されていること, であった。
そして, 職務の分掌と財源の改革によって, 強力な地方政府を出現させ
ることが必要であるとした。その理由としては, 地方政府の事務はとくに
国民と密接であること, 将来における国家の進歩と福祉とは, 他のいかな
る要素にも劣らず, 地方政府の行政の量と質とにかかっていること, 地方
政府は民主的生活様式に潜在的な貫献をするものである, と い う こ と が あ
げられた。そうして, 具体的な地方政府の行政事務の一つとしてあげられ
たのが, 身体障害者の世話であった54)。
「シ ャウプ勧告」 に示された方針は, GHQおよび日本政府によって検
討されてきた身体障書者福祉対策とはなじまないものであった。 日本政府
による身体障書者福祉法案は, 身体障書者の施設を厚生省が管理しやすい
かたちで設立するとしていた。そのため, 身体障書者の世話を地方政府の
行政事務とした「シャウプ勧告」 との抵触は明らかであった。 しかも,
「シャウプ動告」 はl950年度の予算編成ともからんで早急に実行されなけ
53)福田前得(l985年)27l -300ページ。
54) 一方で,所得税の特別控除として「身体障書者のための控除」が提集された。
障書の程度によっては 「かれらの生活iは相当高いものになる。 この余分な
生活責に対して一つの適度な最和策として, それが余り行政上の困難をとも
なわないかさり, このような人たちになんらかの控除を認めることは好まし
い こ と 」 と さ れ た。そして,「言人にたいしてl2,000円の控除を余分に与え
る こ と 」  が動告された。 「一時的であるかまたは特別の医無費控除によって」
処理できる部類のl章書を選けることに注意を払うべきであるとし, 「盲人」
以外にたいしては 「ある程度の経験を得た後他のものにおよほす方がよいの
かも知れない」とした。 福国前構(l95年)l26- l27ページ。
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ればならないとされたことから,身体障書者福祉法案が成立しないのでは
ないかという態念が生まれてきた。 とくに身体障書者の諾団体等はこの点
を極めて憂慮し, 動告に基づく 一斉的な法令の改廃が始まる前に早急に制
定することを求める陳情が連日殺到するようになったという55)。
こうした状況の中で, 身体障害者福祉法案は政府提案から国会提案へ と
変更されることになった。「シャウプ :動告」との抵触間題にくわえて,厚
生省では, ドッジラインによる均衡財政のために予算交渉が進捗せず, こ
のままでは適切な措置を為すことが極めて困難であると予想されるように
なっていた。 一部には,制定を延期しようとする声さえ起こっていた。し
かし, 国会側の強い要望があったため, 国会提案へ と変更されることにな
ったのである56) o
この決定に基づいて, 10月31日にGHQ側に草案が提出された57)。 民政
部 ( G S )  は11月2日にPHWに草案を送り, 早急にコメントするよう求め
た。 PHWは一点だけ修正を求め, それ以外に異議はないことを回答し
た58) 。 1l月22日には, ふたたびGSからPHWに草案が示され, PHWはこ
れを了承した。 こ う し て ,  身体障書者福祉法案は正式にGHQの承認を取
り付けたのである。 こうしたGHQの迅速な対応からは,GHQもまた身体
障書者福祉法を成立させようとしていたことがうかがわれる。 「シャウプ
動告」 に抵般することが明らかであるにもかかわらず, GHQは日本政府
を支持したのであった。
3 国会書a
身体障書者福祉法案は国会提案とされることになったが, 衆参いずれか
55)松本前掲(l95l年)28ページ。
56)松本前掲(l951年)28ページ。
57)松本前得(l95l年)29ペー ジ。 ただし,GHQ側の資料では「参識院 l949
年1l月1日」となっている。
58)Draft Legislation:Checksheet:2November1949,7Nov1949:PHW-
00693, および, Check noteregardingPropo,sedLegislation forthe Welfare
of Physically Handicapped Persons:5Novemberl949:PHW-00693
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らの提案とするかが間題となった59) 。参議院には第1回国会の当時から
「盲人福祉法」 を検討していたという経験があった。 他方, 衆議院では鈴
木仙八や橋本龍伍ほか, 自ら身体障書者である議員が活発な発言をしてい
たのであった。 結局, 同一の案を衆参両院の厚生委員会からの同時提案と
することになった。
11月24日にそれぞれに提案し, 25日におよび26日と衆参両院による厚生
委員会合同審査会が行われた。 ふたたび衆参それぞれの厚生委員会に分か
れて審議, 採決が行われた。 衆議院厚生委員会では28日に原案どおり可決,
翌29日に運輪委員会と連合審査会を開催し, ふたたび原案どおりに可決さ
れた。参議院厚生委員会では,12月3日に原案どおり可決された。提案さ
れる前に, おおよそ法案にっいての合意が形成されていたようで, 修正は
なかった。 また, 政府委員や議員の出席も少なく, 合同審査会の初日は成
立が危ぶまれたほどであった6o) 。そのなかで, もっとも活発に質疑が行
われたのは, 半額とされた国有鉄道の運f 割引を全額免除にすべきという
ものであった。
国会審議から, この法律の特徴は以下のように整理できる。 まず, 「福
祉立法」6 l )  「社会福祉法の一つ」62) として理解されていたことである。 し
かし, 内容としては, 「身体障害者の更生援護に関する基本を定める」63)
ことが骨子とされ, 「その一生を国の負担において世話をするという, い
わゆる特殊な保護を規定するものではない」 64 ) とされた。つまり更生法
であった。 しかも, 厚生省は「各省各部局の担当しておりまする分野にお
きまして, 何 ら か 欠 く る と こ ろ を 補 う ,  或いはお互いのチームワークのよ
59)TokyoShimbun290ct. l949CompetitionBetweentheTwoHousesastothe
Presentation of theDraftofthe DisabledWelfare Law:PHW-00693など。
60)第6回国会厚生委員会合同審査会会議最第l号, 1949年11月25日, 11ページ。
6l)中平常太郎による提案理由の説明より。 第6回国会参識院厚生委員会会識最
第6号,1949年1l月25日, lページ。
62)山下義信の発言。第6回国会厚生委員会合同審査会会識録第2号, l949年l1
月26日, l ページ。
63)中平常太郎による提集理由の説明(前提l) 1ページ。
64)中平常太郎による提案理由の説明(前得) 1ペー ジ。
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うな面」65) でのみ活動するものであった。
]I 制度体系
身体障書者福祉法は5つの章, 附則および別表からなる。 第1章には総
則が, 第2章には福祉の措置が, 第3章には更生援護施設の設置が, 第4
章には費用が, 第5章には雑則が規定された。 別表には身体障書の範囲が
規定された。
第1章の総則では,更生法であることが規定されている。法律の日的は
「身体l章害者の更生を援助し,その更生のために必要な保護を行い,もっ
て身体障書者の福祉を図ること」(第1條)とされた。しかも,身体障害
者本人に,「自ら進んでその障書を克服し,すみやかに社会経済活動に参
与することができるよう努めなければならない」 と更生への努力を課した。
また, 18歳以上のものを対象とすること, 施設は国または地方公共団体が
設置するものであること, 身体障書者福祉審識会や身体障害者福祉司が設
置されることなどが規定された。
その他の章にっいても, それぞれ以下のように規定されている。 第 2 章
の福祉の措置では, 行政の行う措置にっいて規定された。 国民の指導啓発
に努めることや,身体障書者手帳の交付,診断および更生相談,施設収容,
補装具の公布, 更生の場としての売店の設置などが規定された。 第3章の
更生援護施設の設置では, 施設の種類などが規定された。 第4章の費用で
は,国,都道府県,市町村の費用負担が規定された。また,別表の身体障
書の範囲では,対象となる障害の種類を視力障害,聴力障書,言語機能障
害,肢切断又は肢体不自由, 中枢神経機能障害とし, それぞれに対象とな
る障書の程度が規定された。
以上のように, 法律の内容は非常に限定されたものであった。 第一にあ
くまでも更生を目指すものあって, 長期的な世話や介護, 医療を提供する
65) 黒木利克の発言。 第6回国会厚生委員会合同審査会会識録第1号, 1949年l1
月25日, 6ペー ジ。
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ものではないことである。 第二に, 労働省の職業補導が優先され, あ く ま
でそれを補完するものにすぎないことである。第三に,更生援助に限定さ
れ, 所得保障の要素をもっものは生活保護法によることとされたことであ
る。
III 制定の意図
傷演者保護対策にっいて,新たな法律の制定が検討されるようになるの
は,1948年夏頃のようである。 へレ ン ・ ケ ラーの来日などに刺激され,保
護を求める身体障書者運動が大きな盛り上がりを見せるようになっていた。
12の更生施設で傷演者保護対策を行つ ていた厚生省はより強力な対策を迫
られる。まず,厚生省は社会局内に更生課を設置することにした。当時,
厚生省は労働省の職業補導との管結の境界や予算の確保などに苦心してい
た。 そこで考え出されたのが, 9残者保護対策にかかわる新しい法律を制
定することであった。 しかも, これはPHWの指示であった可能性がある。
草案の作成過程で, 傷英者保護対策は身体障書者福祉へ と転換する。 傷
英者から身体障書者へ, 保護から福祉へ という転換に込められた意味は,
すべての身体障書者に更生にとどまらない包括的なサービスを提供するこ
とであった。 しかし, 関係各方面との折1置i'の中で, 軍人優遇策でないこと
をしめし, 現行の制度を活用することを優先したため, 法律の内容はしだ
いに削られていった。そして最後は,「シャウプ動告」のために,不十分
な内容であっても早急に成立させることが必要とされての成立であった。
おわりに
身体障書者福祉法の制定過程では, GHQと 日本政府の対立関係だけで
なく,協調関係も見いだすことができる。その大きな理由は,対日占領政
策の転換であり, その具体化であった 「経済安定九原則」の実施である。
これによって, 国民生活の安定, 資困や病苦からの救済といったことに,
より積極的にとり組まさるをえなくなった。そうして, かれらは身体l章書
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者の多くが費困で現状に不満を持つていることを無視しぇなくなったので
ある。
また, 対日占領政策の転換は,GHQに別の影響も及ぼした。 ワシント
ンへの反発である。「経済安定九原則」の実施のために来日したジョセフ ・
ドッジがGHQ官僚を軽んじる行動をとったことで, GHQ官僚の誇りが傷
つけられたことは想像にかたくない。事実, ドッジの方針に反するような
日本政府の提案をただちに承認するような行動にもでている66) 。 こ う し
たワシントンにたいする不信感なり反感をGHQがもっようになっていた
こ と も , 「 シ ャウプ動告」に抵触する身体障害者福祉法の制定に,GHQが
協力的であったことの理由の一つと考えられる。
さ ら に ,  GHQが身体障書者福祉法の制定に協力したことには,
SCAPIN775にしめされた救済の原則, とくに無差別平等の維持という意
図もあったのかもしれない。 傷奏者対策あるいは身体障害者対策は, 必然
的に元軍人対策を連想させるものであった。 そのため, 無差別平等の原則
を維持するため, 自らの管理下で法律を成立させたとも考えられる。
この無差別平等の原則を維持させたことからも, 法律の内容を削らざる
をえなかった。 占領体制の動括のためか, PHWはGHQ内での意見調整に
手間取るようになっていた。 その過程では, 軍人優遇策ではないことを明
らかにすることが必要であった。とくに,元軍人への年金あるいは年金代
わりではないことを強調しなくてはならなかった。 そのため, 生活費や職
業訓練費などの所得保障的なものが法律から除かれることになった。 また,
終身的な施設保護が除かれて, あくまで城業訓練を行うものとされたこと
も,年金代わりという指摘を恐れたためと考えられる。 こうして身体障書
者福祉法は, 複雑な要因に促進されながらも, 更生法としての内容しかも
たない法律として成立したのであった。
66)中村前播(l979年)l7ページ。
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